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近代日本におけ 繖

三家　そ の く京都大学大学院〉

はじめ に

　本報告におい ては、特に旧制高等学校A の進学

動向に関して、  地域の どの よ うな要因によっ て

規定された の か、また  進学に伴っ て い かなる地

域移動が行われた の かを、  他の 高等教育機関と

の 比較を交えて、明らかにする こ とを目的として

い る。

　まず、近代 目本 （明治〜昭和戦前）の 高等教育

制度は複線型で あり、高等教育機関 としては、帝

国大学、そ の 予備期間である高等学校の ほ魁 こ
、

私立大学、高等師範学校、専門学校 、 実業専門学

校などがあっ tCeこ の うち 「高等学校 → 帝国大学」

とい う進路は、国家レベ ル の エ リ
ー

トにつ ながる

もの であり、高等学校にお い ては特に、実学よ り

も教養を身につ ける こ とが重視されて い た。

　これに対 して 、 専門学校や実業専門学校の卒業

生は、出身地近辺で いわば地方エ リー トとい うべ

き進路を取る こ とが比較的多か っ たよ うであり、

学校の文化、読書傾向などにも大きな違 い があっ

た こ とが知 られてい る。つ ま り、「高等学校→帝国

大学」 は 、他の 高等教育機関とti線を画 して い た

と考えてよい 。

IB制高校進学率の決定要因

く中学 4 年在学者比率〉

旧制高校卜→ 帝国大学とい う進路をとるためには、

旧制中学に 4 年までは在学1する こ とが不可欠で

あっ た とい っ て よい 。 よっ て く中学 4 年在学者比

率〉が進学率に影響を与えた こ とが予想される。

高等学校 へ の 進学者と、中学 4年在学者の該当年

齢人口に占める比率を、散布図に して示 した。基

本的に は比例関係に あるが、高等学校が設置され

て い る県が、近似線よ り上に位置付けられてい る

こ とがわか る。

1 大正 9年以降は、4 年修 rで受験が可能。
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〈高篭學校の 有無〉

　高等学校をはじめ とする高等教育機関をどの府

県に設置するか とい う問題は、しば しば県問に激

しい 誘致合戦を引き起こ した こ とが知 られ て い る。

高等学校を自県に設置 しようとした理由はさまざ

まで あるが、高等学校を自県に設立するこ とに よ

っ て 、自県か らエ リ
ー トを輩出し よ うとい う目論

見があっ た ことは否めない 。 とはい え、こ の よ う
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な傾向が強か っ たの は明治期におい てであり、大

正に入 っ て からの地名校設立におい て は、別の要

因が大きくなっ て きたよ うであるし、入学試験に

おい て地元の 出身者が餞遇されるとい っ た こ とは

なか っ た 。

　それで も、交通の便が良くない地方におい て は、

県内に高等学校が設立される こ とが、進学率の上

昇につ ながっ た面があっ たようである。「東京」「高

校設置県（除東京）」 「高校非設置嫡 のそれぞれに

つ い て、高等学校進学者の 該当年齢人口比 の驪夥

を示 した 。 それぞれ 3つ のデータ源を用い て い る

が 、 企が東京、 ●力漓 校設置累、× が舞設置県で

ある。

　当初 8SC（8府尉 であっ た高等学校は 、 丑驪   年

代を中心にその数を増やし、25の府県に設置され

るまでになっ た。 進学者の 比率を見ると、 増設以

前には、東京の 進学率の みが抜きん出て い た の に

対して、増設以降では、東京以外の 設置県におい

て 進学率が高くなっ て い る こ とがわか る 。

各嬰因の蠶要度

　次に、先に挙げた 2要因、およびそ の 勉の 要因

の 相対的な重要度を知 るために 、重回帰分析を行

っ た。 その 結果、ほ尋…亂 、ずれの時鱇 こおい て も、

この 2 つ が強い規定力を持ち （多くの場合、〈中

学 墨年在学率＞〉 〈高等学校の有無〉）、 経済変数

として投入 した 〈所得税納 賭 比率〉などの規定

力‘力亅・さか っ た。

進学者の地域移動

　さらに、進学者の地峨移動傾向が、進学率の変

化に与えた景鰡 こつ い て も検討する。 高等学校の

増設以降、自府県内や近府県の 高等学校に進学す

るもの が増加 し、またそれに伴っ て多くの 高等学

校が地樹生を強めた。 そして 、 他の 地方との交通

の便の悪さなどに より地元の 高等学校との結び つ

きを強める こ とが で きた地域におい て、特に、高

等学校外 の進学率は大きく上昇した 。 他方、進学

者の 多い東京か ら1数 関東、東北を中心 とした地

域昏 分散して進学せ ざるを得ない状況が生 まれ 、

こ の こ とが、関東地方における進学率の 伸びを抑

鑼 したとも考えられる。地域移動の動向に関 して

は 、 当βの配布 レ ジ ュ メに詳細を記す』

他の 窩等教鴦櫨闘と  比較

　先述したよ うに、「高等学校→ 竊圜大学」は、繼

の 高等教育機閧とは
一
繚を画 したエ リ

ー
ト養成機

関で あっ たhS、 官立の高等教育機麹を各地方へ 設

置するに際 して、「高等学校、実繝 学校、高等

鯲 校の うちいずれか一・校をすぺ て の県に設置

する」 とい う方針がとられ るなど、少なくとも制

度的には同列に扱われて い た と考え られる。

　よっ て大半の県では、察に高等学校が設置され

るか 、 高等工業学校や高等商業学校が設置される

魍 ま、偶然 （や県間での駆引きなど）によっ て決

ま っ た面が多か っ たよ うであ る。 そして、どの 高

等教育機関が県内に設置され，るか とい うこ とが、

その県内の 中学生 の進路にも影響を与えた と考え

られ る。 そ こで 、 高等学鞍以外の 高等教育機関に

関しても、 どの ような要因が進学動向を左右した

の か 、 進学者の 地域移動の動向は どの ようなもの

であっ たかを分析し、高等学校の場合と比較する。

’1蛞
　以上 より、高等学校の増設以降におい ては、高

等学校の有無、地域移動の距離とい っ た地域の飼

別的な要因が高等学校へ の 進i学率を大き く規定し

て い たこ とがほ｝i瑚 らか で ある 。

　だが 、 この ような要因は 、
エ リー トの輩出をど

の 程度左右 したの であろ うかs 高等教育の 拡大に

伴っ て、高等学校の 間で も、 東京帝国大学ン丶 の進

学率などの格差が大きくなっ てきた ことが知られ

て い る。 そ して、そ の差は、1
’
ナ ンバ ー

校」と「地名

校」とい う歴史の 長さの違いだけで なく、東京出身

者の 比率などともリン クして い 亀 よっ て 、 い わ

ば偶然ともい える地峨的な要因が 、 直接エ リ
ー

ト

の 輩出につ なが っ たの か どう力蝿こは疑問が残る点

が ある。

今後は、卒業生の 進路なども含めて これ らを検

討する。
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